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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制

当社は、「相互信頼を深め、未来を見つめた新たな価値を提案し、世界の人々に貢献します。」
をスローガンとする企業理念を実現するため、以下のとおり当社並びに当社及び子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を定めております。

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役は、「企業行動規範」及びコンプライアンス方針をはじめとする「ＣＳＲ基本方針」
に則り自らが模範を示すことで、コーポレート・ガバナンスを確立します。

② 取締役は、法令・定款に定める事項の決定及び監督を行うために、取締役会を定例の他必
要に応じて随時開催すると共に、経営会議及びその他組織を横断した各種会議体・委員会
を設け対応します。

③ 取締役会の業務執行監督機能を強化すると共に意思決定の透明性確保のため、社外取締役
を複数招聘します。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、その職務の執行に係る情報については、取締役会等の重要な会議の議事録及び
社内決裁の記録を社内諸規程に従い適切に保存・管理を行い、取締役及び監査役はこれら
の情報を常時閲覧できるものとします。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
取締役は、業務執行上のリスクを管理するため、リスクマネジメント規程を制定し、定期
的に平常時のリスク評価の実施及びその対応計画の実施状況をモニタリングすることで損
失発生の未然防止に努めると共に、損失の危険性が現実化した場合には、直ちに全社横断
的な対応をとり、損害を最小限にとどめ、事態の早期収拾を図り、解決した危機の再発防
止に努めます。また、リスクマネジメント委員会において定期的にリスクマネジメント体
制の整備及び運用の監視を行います。更に、大規模地震等の自然災害又は大事故に対する
防災対策について、社内規程に定め災害発生時の従業員の初期行動を明確にし、被災後の
事業の早期復旧を図る体制の構築をはじめ危機管理に関する体制の整備を行います。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、取締役会の決議によって選任された執行役員に会社の業務執行の責任者として
職務に当たらせます。また執行役員及び使用人の職務執行に関する役割分担を、執行役員
職務権限規程及び業務分掌規程で定め、中期経営計画の策定や予算制度の運営により、目
標を明確化して経営効率の向上を図ります。

② 取締役会を原則として月１回定例的に開催するほか、随時開催します。このほか取締役が
参画する経営会議（毎月定例開催）及びその他組織を横断した各種会議体・委員会におい
ても活発な議論を行い、速やかな状況把握と環境変化への対応に努めます。
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（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役は、当社グループの全使用人の法令・国際ルール・社会規範及び社内諸規程等（以
下、「法令等」という）の遵守及び倫理意識の高揚を促すため、推進体制を整備し、手引
書の配布、社内研修等を通じて「企業行動規範」及びコンプライアンス方針をはじめとす
る「ＣＳＲ基本方針」の浸透を図ります。

② 取締役は、ＣＳＲ基本方針に沿って実行していくにあたり、正しく推進されるようＣＳ
Ｒ・サステナビリティ委員会を通じて代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会
がコンプライアンス違反の未然防止活動や違反行為があった場合の対応等について指導、
監視してまいります。なお法令等違反行為が発見された場合には、是正・再発防止策を講
ずると共に社内諸規程により懲戒を行います。

③ 取締役は、社内及び社外を受付窓口とする内部通報制度としての企業倫理ヘルプラインを
設置し、法令等に違反する行為又はそのおそれがある事項、並びに従業者自身に及ぶ危
険・脅威や心配事等の情報を受付けて、これらを早期に発見、あるいは不祥事を未然に防
ぎ、企業活動の透明性を確保します。また、企業倫理ヘルプラインの利用者に対して、通
報・相談したことを理由に不利益な取扱いはしません。

（6）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 取締役は、当社の方針並びに諸法令に基づきグループ会社全般の適切で円滑な運営が実施
されるよう、グループ会社に関する管理方針と管理組織について社内規程で定め指導、管
理すると共に、関連制度の一体的な整備・運用に努めます。また、同規程においてグルー
プ会社の重要な事項については、担当役員が取締役会等に報告します。

② 取締役は、当社グループのメンバーで構成する各種会議体・委員会を開催するなど、情報
交換・人事交流を推進することで、子会社との効率的な連携体制の確立を図ります。ま
た、子会社への監査役の派遣並びに当社の内部監査部門による内部監査の実施等により、
必要に応じて問題点の改善を図ります。なお企業倫理ヘルプラインについては子会社の役
員及び使用人も利用するものとします。

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に対する
指示の実効性の確保に関する事項
① 取締役は、監査役の要求に基づき、その職務を補助すべき専任の使用人を置きます。
② 取締役は、前号に定める使用人に対する指揮命令に関して取締役、執行役員及び使用人か
らの独立性を確保し、その異動、評価等を行う場合には事前に監査役の同意を得ます。

（8）当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制
① 取締役、執行役員及び使用人は、監査役に対して重要な決裁書類を閲覧に供すると共に、
業務及び財産の状況並びに監査役の要求事項に対し適切に報告します。子会社の取締役、
監査役、執行役員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者も、同様に監査役の要求
事項に対し適切に報告するものとします。また、監査役が出席する取締役会や各種委員会
において重要事項の開示・決議を行い、その他必要に応じて各種委員会の運営状況を説明
します。

② 監査役に対して報告したことを理由に、その者に不利益な取扱いはしません。
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（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、監査役監査の重要性と有用性を認識し、監査役が取締役、内部監査部門及び会
計監査人と情報交換を図る機会を確保します。

② 監査役がその職務を執行するために必要な費用は、監査役からの請求に応じて会社が負担
します。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社並びに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制に従った運用
状況の概要は下記のとおりです。

（1）職務執行体制について
当社では、取締役等で構成する経営会議を月１回開催し、対処すべき経営課題や会社を取り

巻くリスクに対して議論や状況把握を行い、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整える
と共に、取締役と執行役員等で構成する執行役員会を月１回開催し、業務執行に係る状況報告
及び部門横断的な情報共有や意見交換を行い、全社視点での効率的な業務執行に努めておりま
す。
　なお、重要事項については、電子決裁手続により周知性の向上と意思決定の迅速化を図って
おります。
　取締役会では、取締役会規程に基づいて、決議すべき事項を明確にすると共に、各取締役か
らの業務執行報告を受けて業務執行状況の監督を行っております。更に、社外取締役を４名選
任することで、取締役会の監督機能を強化すると共に、意思決定の透明性を確保しておりま
す。
　また、取締役会等の重要な会議の議事録及び社内決裁の記録については、社内諸規程に従
い、担当部門において保存・管理を行っております。

（2）リスク管理体制について
当社では、リスクマネジメントの運用に係る基準・手順を明確にした「リスクマネジメント
規程」を制定し、代表取締役社長を最高責任者、リスク管理部門を推進部署として定め、体制
の整備、運用を図っております。また、リスクマネジメント体制の有効性については定期的に
レビューを行い、リスクマネジメント委員会で報告及び確認を実施しております。
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（3）コンプライアンスに関する取組みについて
当社では、法令等の遵守及び倫理意識の高揚を促すため、コンプライアンス委員会を設置
し、コンプライアンス推進活動の進捗報告及び内部通報等の受付及び対応の状況について報告
がなされ、指導・監視を行うと共に、会社や社会におけるルールをまとめたコンプライアンス
ガイドブックや身近に起こり得る事例を集めたコンプライアンス通信などを用いて、従業者に
対して継続的な教育・啓発を行っております。
　また、内部通報制度については社内外に窓口を設置し、従業者及び取引先に対して制度の周
知を図り、相談・通報したことを理由とした利用者への不利益な取扱いの禁止を社内規程で定
め、運用しております。
　独占禁止法への対応については、海外の競争法を含めた法令違反行為の根絶を図り、継続的
な信頼回復に努めていくための取組みとして、監視機能の強化、同業他社との接触に関するル
ールの運用、独占禁止法コンプライアンスマニュアルの作成及び研修の実施等を骨子とする
「競争法コンプライアンスプログラム」を策定しており、当事業年度においても同プログラム
に基づき再発防止に向けた各種取組みを実行しております。

（4）企業集団の業務の適正を確保するための体制について
当社では、「グループ会社管理規程」においてグループ会社に関する管理組織について定め
ており、統括管理組織としての経営企画部門をはじめ、本社及び事業組織の管理統制機能部門
の責務並びに専門的職責に基づく指導管理及び内部監査体制が明確にされ、規定された承認事
項、指導事項及び報告事項の方針に沿ってグループ会社を指導、管理し、重要事項については
担当役員が取締役会や経営会議等に報告をしております。
　また、当社グループの企業価値の向上を目指すための共通の指針である「グループ規程」に
基づいて、グループ各社が社内規程を整備することにより、健全な経営システムの構築・維持
を図っております。
　当社の内部監査部門は、財務報告に係る内部統制の有効性評価をグループ会社も含めて実施
するほか、監査役とも情報連携を図りながら、ローテーションを組んで、直接国内外の事業拠
点に出向いて業務監査を実施すると共に、適宜リモートでの監査を併用することで、実効性の
向上を図っております。なお、監査結果は、改善・是正の提言と共に経営層に報告され、対象
部門の対策立案及び実施状況の確認を行っております。

（5）監査役監査の実効性の確保について
当社では、監査役の職務を補助すべき専任の使用人を１名配置し、当該使用人の独立性を確
保するために人事評価等は監査役の同意に基づいて行っております。
　また、監査役が取締役会のほか、経営会議及び執行役員会並びにＣＳＲ・サステナビリティ
委員会等の重要な会議に出席する機会を確保し、これらの会議を通じて監査役への報告・情報
提供を行うと共に、監査役からの求めに応じて適宜報告を行っているほか、取締役（社外取締
役を含む）及び執行役員との間で定期的に意見及び情報交換を行う機会を設けております。
　更に、監査役は内部監査部門との月例会において監査情報の共有を行うと共に、四半期毎に
開催する会計監査人との会合において情報交換を行っております。

　

4



連結持分変動計算書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
親会社の所有者に帰属する持分

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 47,869 54,791 291,122 △1,602
当 期 利 益 38,367
そ の 他 の 包 括 利 益

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 38,367 －
自 己 株 式 の 取 得 △7
自 己 株 式 の 処 分 △0 55
剰 余 金 の 配 当 △12,231
株 式 報 酬 取 引 51
子会社に対する所有持分の変動 14
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 7,928

所 有 者との取引額合計 － 65 △4,302 47
当 期 末 残 高 47,869 54,856 325,187 △1,554
　

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合 計
そ の 他 の
包括利益を
通じて公正
価値で測定
する金融資産

在外営業活動
体の換算差額

確定給付制度
の 再 測 定 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 19,250 △15,553 － 3,696 395,876 3,861 399,737
当 期 利 益 － 38,367 △786 37,580
そ の 他 の 包 括 利 益 13,246 9,508 3,950 26,705 26,705 209 26,915

当 期 包 括 利 益 合 計 13,246 9,508 3,950 26,705 65,073 △577 64,495
自 己 株 式 の 取 得 － △7 △7
自 己 株 式 の 処 分 － 55 55
剰 余 金 の 配 当 － △12,231 △55 △12,286
株 式 報 酬 取 引 － 51 51
子会社に対する所有持分の変動 － 14 △433 △419
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △3,978 △3,950 △7,928 － －

所有者との取引額合計 △3,978 － △3,950 △7,928 △12,118 △489 △12,607
当 期 末 残 高 28,518 △6,044 － 22,473 448,831 2,794 451,626

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準

拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部
を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社 56社

・海 外 40社…米国特殊陶業㈱
米国テクノロジー㈱
Wells Vehicle Electronics, L.P.
CAIRE Inc.
英国NGKスパークプラグ㈱
欧州NGKスパークプラグ㈲
フランスNGKスパークプラグ㈱
ブラジル特殊陶業㈲
上海特殊陶業㈲
オーストラリアNGKスパークプラグ㈱
アジアNGKスパークプラグ㈱
タイNGKスパークプラグ㈱ 他

・国 内 16社…セラミックセンサ㈱
㈱日特スパークテック東濃
㈱神岡セラミック
NTKセラミック㈱
㈱NTKセラテック 他

（2）連結範囲の異動
（新規） ３社
・海 外 １社…CAIRE Diagnostics Inc.
・国 内 ２社…NTKメディカル㈱

NTKカッティングツールズ㈱
　新規に設立した上記３社を、連結の範囲に含めております。
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３．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社 ３社

・海 外 １社…友進工業㈱
・国 内 ２社…東海耐摩工具㈱、㈱日本エム・ディ・エム

（2）持分法適用会社の事業年度等に関する事項
持分法適用会社の決算日が連結決算日（３月31日）と異なる場合は、連結計算書類の作成にあたって、
連結決算日における仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日（３月31日）と異なる場合は、連結計算書類の作成にあたって、連結決算
日における仮決算に基づく計算書類を使用しております。
５．会計方針に関する事項
（1）重要な資産及び負債の評価基準及び評価方法
① 金融商品
(ⅰ)金融資産（デリバティブを除く。）
当初認識及び測定
金融資産のうち、株式及び債券は約定日に当初認識し、その他のすべての金融資産は当社グルー
プが契約の当事者となった時点で当初認識しています。
金融資産は、当初認識時に、以下のように償却原価で測定する金融資産と公正価値で測定する金

融資産に分類しています。
（a）償却原価で測定する金融資産

以下の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しています。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを
目的とする事業モデルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが特定の日に生じる。

（b）公正価値で測定する金融資産
上記の償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、純損益又はその他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産に分類しています。
負債性金融商品については、以下の要件を満たす場合にその他の包括利益を通じて公正価値で

測定する負債性金融資産に分類しています。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収又は売却するために金融資産を保有す
ることを目的とする事業モデルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが特定の日に生じる。
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売買目的ではない資本性金融商品への投資については、当初認識時に、その公正価値の事後的
な変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な選択を行うことが認められており、当社
グループでは金融商品ごとに当該指定を行っています。
金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合を除き、個々の金融商
品ごとに、公正価値に、当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定していま
す。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権は取引価格で測定しています。
また、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、その取引費用は発生時に純損
益に認識しています。

事後測定
（a）償却原価で測定する金融資産

実効金利法による償却原価で測定し、利息は「金融収益」として純損益に認識しています。
（b）公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、公正価値の変動額は純損益に認識し
ています。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産については、公正価値の変動額
は減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識の中止又は分類変更が行わ
れるまで、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識の中止を行う際には、
過去に認識したその他の包括利益を純損益に振り替えています。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定することを選択した資本性金融
商品については、公正価値の変動額はその他の包括利益に認識し、累積利得又は損失は、認識を
中止した場合又は公正価値が著しく下落した場合に利益剰余金に振り替えています。ただし、配
当金は純損益として「金融収益」に認識しています。

金融資産の減損
当社グループは、償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融資産について、金融資産の信用リスクが当初認識以後に著しく増大している場合に
は、当該金融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しています。金融
資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る貸倒
引当金を12か月の予想信用損失に等しい金額で測定しています。
信用リスクの著しい増大の有無は、内部格付、外部格付等の情報を考慮して判定しています。信
用リスクの著しい増加を示す客観的証拠としては、債務者による支払不履行又は滞納、債務者が破
産する兆候等が挙げられます。
ただし、営業債権については、常に、貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定し

ています。
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金融商品の予想信用損失は、次のものを反映する方法で見積っています。
（a）一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
（b）貨幣の時間価値
（c）過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコス

トや労力をかけずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
当該測定に係る金額は、純損益に認識しています。

金融資産の認識の中止
当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅するか、又は

金融資産を譲渡し、かつ、当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを
移転する場合において、金融資産の認識を中止しています。

(ⅱ)金融負債（デリバティブを除く。）
当初認識及び測定
金融負債は償却原価で測定する金融負債に分類しています。当社グループでは、償却原価で測定
する金融負債について、当社グループが契約の当事者となった時点で当初認識しています。
償却原価で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値からその発行に直接起因する取引費用を
減算して測定しています。
事後測定
実効金利法による償却原価で測定し、利息は「金融費用」として純損益に認識しています。

金融負債の認識の中止
金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し又は失
効となった時に認識を中止しています。

(ⅲ)デリバティブ及びヘッジ会計
当社グループでは、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジするために、先物為替予約取

引、金利通貨スワップ取引、通貨オプション取引等のデリバティブ取引を行っています。
デリバティブは公正価値で当初認識しています。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事
後的な変動は純損益に認識しています。
なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。

(ⅳ)金融資産と金融負債の相殺
金融資産と金融負債は、認識した金額を相殺する法的に強制力のある権利を有しており、かつ、
純額で決済する又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合に、相殺して
純額で表示しています。

② 棚卸資産
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い金額で測定しています。取得原価に
は、購入原価、加工費並びに棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のコストの
すべてを含んでおり、原価の算定に当たっては、主として移動平均法によっています。正味実現可能
価額は、通常の営業過程における見積売価から、完成までの見積原価及び販売に要する見積費用を控
除した額です。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却又は償却の方法
① 有形固定資産

有形固定資産については、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額
を控除した額で表示しています。
取得原価には資産の取得に直接関連する費用、資産の解体及び除去費用、原状回復費用の当初見積
額並びに資産計上の要件を満たす借入コストが含まれています。有形固定資産の構成要素の耐用年数
が構成要素ごとに異なる場合は、それぞれ別個の有形固定資産項目として計上しています。
土地、建設仮勘定以外の有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐用年数
にわたって定額法で減価償却しています。主要な有形固定資産の見積耐用年数は次のとおりです。
建物及び構築物 ：８～50年
機械装置及び運搬具：４～10年

なお、減価償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整しています。
有形固定資産は、処分時又は継続的な使用若しくは処分から将来の経済的便益が期待されなくなっ

た時に認識を中止しています。有形固定資産の認識の中止から生じる利得又は損失は、当該資産の認
識の中止時に純損益に認識しています。

② 無形資産
(ⅰ)開発費の資産化

新しい科学的又は技術的知識の獲得のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用計
上しています。開発活動による支出については、以下のすべての条件を満たしたことを立証できる
場合にのみ、資産計上しています。
（a）使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性
（b）無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図
（c）無形資産を使用又は売却できる能力
（d）無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創設する方法
（e）無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適切な技術

上、財務上、その他の資源の利用可能性
（f）開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力
自己創設無形資産の当初認識額は、無形資産が上記の認識条件のすべてを満たした日から開発完
了までに発生したコストの合計額です。償却は、開発に費やした資金が回収されると見込まれる期
間で定額法により行い、当該償却累計額及び減損損失累計額を当初認識額より控除した額で連結財
政状態計算書に計上しています。
なお、上記の資産計上の要件を満たさない開発コストは、発生時に費用処理しています。
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(ⅱ)その他の無形資産
無形資産については、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で計上していま
す。
個別に取得した無形資産は当初認識時に取得原価で測定しており、企業結合により取得した無形
資産は企業結合日の公正価値で測定しています。
内部利用を目的としたソフトウエアの取得及び開発費用は、将来の経済的便益の流入が期待され
る場合には無形資産に計上しています。
耐用年数を確定できる無形資産はそれぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で償却しています。
主要な無形資産の見積耐用年数は次のとおりです。
ソフトウエア：５年
開発資産 ：５～10年
顧客関係資産：８年
なお、償却方法、残存価額及び残余耐用年数は毎年見直し、必要に応じて調整しています。
無形資産は、処分時又は継続的な使用若しくは処分から将来の経済的便益が期待されなくなった

時に認識を中止しています。無形資産の認識の中止から生じる利得又は損失は、当該資産の認識の
中止時に純損益に認識しています。

③ 使用権資産
使用権資産については、リース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料等を調整し、リ
ース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた額で当初の測定を行っています。使用
権資産は、リース期間にわたり規則的に、減価償却を行っています。リース期間には、対象資産を使
用してきた期間に関しての過去の慣行及びその経済的理由から、行使することが合理的に確実な延長
オプション及び行使しないことが合理的に確実な解約オプションの対象期間を含めています。
なお、リース期間が12か月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、当該リ

ースに関連したリース料を、リース期間にわたり定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用
として認識しています。

（3）のれんの会計処理
のれんは償却を行わず、事業を行う地域及び事業の種類に基づいて識別された資産、資金生成単位又
は資金生成単位グループに配分し、毎年同時期及び減損の兆候を識別した時はその都度、減損テストを
実施しています。のれんの減損損失は損益に認識されますが、戻入れは行っていません。
当初認識後、のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した額で表示しています。
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（4）非金融資産の減損
棚卸資産及び繰延税金資産を除く非金融資産については、期末日ごとに各資産又は資産が属する資金

生成単位に対して、減損の兆候の有無を判定しています。減損の兆候が存在する場合は、減損テストを
実施しています。
減損テストの実施単位である個別の資産又は資金生成単位については、管理会計上の区分を基礎に独
立したキャッシュ・フローを生成する最小単位(又はそのグループ)としています。全社資産につきまし
ては、合理的で一貫性のある配分方法が識別できる場合、個々の資金生成単位に配分されています。な
お、遊休資産につきましては、個別資産ごとにグループ化を行っています。
個別の資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいず
れか高い方の金額としています。使用価値の算定では、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的
価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いています。処分
コスト控除後の公正価値の算定については、利用可能な公正価値指標に裏付けられた適切な評価モデル
を使用しています。
個別の資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益に減損損失を認識
し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しています。資金生成単位に関連して認識した減損損
失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のそ
の他の資産の帳簿価額を比例的に減額しています。
回収可能額の算定においては、見積将来キャッシュ・フロー、割引率等について一定の仮定を設定し
ていますが、これらの仮定は、新型コロナウイルスの影響が長期化する場合等、将来の不確実な経済条
件の変動によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結
計算書類において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
のれんに係る減損損失は、戻入れを行っていません。のれん以外の非金融資産に係る減損損失は、減
損損失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候が存在する場合に当該資産の回収可能
価額を見積もっており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価額を上回った場合には減損損失の戻入れを
行っています。なお、減損損失の戻入れは過去の期間において当該資産に認識した減損損失がなかった
場合の帳簿価額を超えない範囲内で純損益に認識しています。

（5）引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的債務又は推定的債務を有し、その債
務を決済するために経済的便益を有する資源の流出の可能性が高く、かつその資源の流出の金額につい
て信頼できる見積りができる場合に認識しています。
貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、当該引当金は負債の決済に必要と予想される支出額の現
在価値で測定しています。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリスクを反映した税引前
割引率を用いて計算しています。時間の経過による影響を反映した引当金の増加額は、金融費用として
認識しています。
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（6）従業員給付
① 退職後給付

当社及び一部の連結子会社では、確定給付型の企業年金制度及び退職一時金制度を設けている他、
一部の海外連結子会社では確定拠出型制度を設けています。
(ⅰ)確定給付制度

確定給付制度債務の現在価値並びに関連する当期勤務費用及び過去勤務費用は、予測単位積増方
式を用いて算定しています。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応
した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しています。
退職後給付制度に係る資産又は退職後給付制度に係る負債は、確定給付制度債務の現在価値から
制度資産の公正価値を控除した額を認識しています。勤務費用及び確定給付負債の純額に係る利息
純額は、純損益に認識しています。
確定給付制度の再測定により発生した増減額は、発生した期においてその他の包括利益に一括認

識し、直ちに利益剰余金に振り替えています。また過去勤務費用は発生時に全額純損益に認識して
います。

(ⅱ)確定拠出制度
確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供し
た時に費用として認識しています。

② 短期従業員給付
短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として
認識しています。
賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的又は推定的な債務を有し、信頼性のある見
積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積もられる額を負債として認識してい
ます。

③ その他の長期従業員給付
退職後給付以外の長期従業員給付に対する債務は、従業員が過年度及び当年度において提供した労

働の対価として獲得した将来給付の見積額を現在価値に割り引くことによって算定しています。
（7）売上収益

当社グループは、次の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
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当社グループは、主にスパークプラグ、グロープラグ、自動車用各種センサをはじめとした自動車部
品や、工作機械用の切削工具、産業用セラミック製品や半導体製造装置用製品、人工骨や酸素濃縮装置
をはじめとした医療用製品、ICパッケージ等の半導体部品の販売を行っています。このような物品の販
売からの収益は、製品に対する支配が顧客に移転し、履行義務を充足した時点で認識しています。ま
た、収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き、リベート等を控除した額で測
定しています。

（8）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（9）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年
度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

（非金融資産の減損）
のれんの帳簿価額
メディカル関連 3,115百万円

減損の兆候を識別した資産の帳簿価額
セラミック関連 2,219百万円

当連結会計年度末において連結財政状態計算書に計上されている資産のうち、減損の兆候が認められた資金
生成単位及びのれんを含む資金生成単位については、減損テストを実施した結果、回収可能価額が帳簿価額を
上回ると判断いたしました。
詳細は、注記事項「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ５．会計方針に関
する事項(4) 非金融資産の減損」をご参照ください。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り)
新型コロナウイルスの影響について、収束時期等に関する統一的な見解がないため、今後の当社へ与える影
響について不確実性が存在します。当社としては、当該影響が2022年３月期中に概ね収束するものと仮定し、
当連結会計年度において、非金融資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っていま
す。

（競争法違反に伴う訴訟等による損失の可能性）
競争法関連費用引当金 384百万円
詳細は、注記事項「連結財政状態計算書に関する注記 ３．偶発債務(2)」をご参照ください。
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連結財政状態計算書に関する注記
１．資産から直接控除した貸倒引当金
　 営業債権及びその他の債権 482百万円
　 その他の金融資産（流動資産） 137百万円
　 その他の金融資産（非流動資産） 119百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 355,204百万円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．偶発債務
（1）従業員の銀行借入に対する保証債務は４百万円であります。
（2）当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして海

外の当局による調査を受けております。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提起さ
れております。当社は、これらについて国及び競争法当局の調査の状況、和解交渉の進展状況及び担当
弁護士からの意見聴取等を踏まえて個別にリスクを検討し、将来発生する可能性がある損失見込額を費
用計上しております。損失見込額は現時点において入手可能な情報に基づいており、今後新たな事実が
判明した場合は追加の損失が発生する可能性があります。なお、IAS第37号「引当金、偶発負債及び偶
発資産」に従い、当社の立場が不利になる可能性があるため、訴訟等に係る詳細な内容を開示しており
ません。

連結損益計算書に関する注記
１．その他収益の内容
固定資産売却益 28百万円
受取保険金 39百万円
その他 1,576百万円
合計 1,644百万円

２．その他費用の内容
和解金 518百万円
その他 1,167百万円
合計 1,686百万円
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連結持分変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
普通株式 204,175,320株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2020年５月25日
取締役会（注1） 普通株式 7,134 35.00 2020年３月31日 2020年６月17日
2020年11月９日
取締役会（注2） 普通株式 5,096 25.00 2020年９月30日 2020年11月30日

（注）1．2020年５月25日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託
が保有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

2．2020年11月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託
が保有する当社株式に対する配当金10百万円が含まれております。

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年５月７日
取締役会 普通株式 利益剰余金 7,134 35.00 2021年３月31日 2021年６月４日

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金14百万
円が含まれております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）資本リスク管理方針

当社グループの資本管理は、財務の安全性及び資本の効率性のバランスを取りながら、持続的な成長及び
企業価値の増大を達成することを目的としています。
財務の安全性については、強い財務体質を維持し、高い信用格付けを得ることにより、低コストでの有利
子調達が可能になるよう努めています。
資本の効率性については、財務の安全性とバランスを取りながらも、有利子調達した資金を有効活用し、
全体の資本コストの低減を図っています。
当社グループが受ける重要な資本規制はありません。

（2）財務上のリスク管理
当社グループは、事業活動を行う過程において、財務上のリスクに晒されていますが、当該リスクを軽減
するために、リスク管理を行っています。
リスクには、主に為替変動リスク、金利変動リスク、市場価格変動リスク、信用リスク、流動性リスクが
含まれます。
① 為替変動リスク
当社グループは、グローバルに事業展開をしていることから、機能通貨以外で実施する取引から発生す
る為替変動リスクに晒されています。当社グループでは為替変動のリスクを回避するために、外貨建の営
業債権については為替予約及び通貨オプション取引を、外貨建借入金については金利通貨スワップ取引を
デリバティブ取引として利用しており、内部管理規程に従い実需の範囲で行うこととしています。
② 金利変動リスク
当社グループは、外貨建借入金を変動金利により借入れているため、金利変動リスクに晒されていま
す。当社グループでは金利変動のリスクを回避するために、変動金利性借入金については金利通貨スワッ
プをデリバティブ取引として利用しており、内部管理規程に従い実需の範囲で行うこととしています。
これにより、当社グループにおける金利変動リスクに対するエクスポージャーは限定的であり、金利変
動に対する影響は軽微であると判断しています。
③ 市場価格変動リスク
当社グループは、資本性金融商品（株式）から生じる株価の変動リスクに晒されています。当社グルー
プは、トレーディング目的で保有する資本性金融商品はなく、取引先等との継続的かつ安定的な取引関係
の維持・強化のために保有しています。資本性金融商品については、定期的に公正価値や発行体の財務状
況を把握しています。
④ 信用リスク
信用リスクは、顧客や取引先（金融機関等を含む。）が契約上の債務に関して信用悪化や経営破綻等に

より債務不履行になり、当社グループに財務上の損失を発生させるリスクです。当社グループでは、与信
管理規程等に従い、取引先に対して与信限度額を設定し、与信管理しています。
また、デリバティブ取引では、カウンターパーティリスクを軽減するため、信用度の高い金融機関等と
のみ取引を行っており、信用リスクに及ぼす影響は限定的です。
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なお、特定の取引先について、重要な信用リスクのエクスポージャーはなく、特段の管理を有する信用
リスクの過度の集中はありません。
連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額を考慮に入れな
い、当社グループの金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値です。
⑤ 流動性リスク
流動性リスクとは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するに当たり、支払期日
にその支払を実行できなくなるリスクです。
営業債務及びその他の債務、借入金及びその他の金融負債は流動性リスクに晒されていますが、当社グ
ループでは、適時資金計画を作成・更新するとともに、金融機関との間にコミットメント・ライン契約を
締結すること等により、当該リスクを管理しています。

２．金融商品の公正価値等に関する事項
(1) 公正価値の測定方法
金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しています。
レベル１：活発な市場において相場価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能な価格により測定された公

正価値
レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正価値

① 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務、そ
の他の金融負債
短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。その他については、将来キャッシュ・フローを期日までの期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いた現在価値等により算定しています。公正価値の測定ではレベル２に分類しています。
② その他の金融資産、その他の金融負債
上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル１に分

類しています。公社債等の公正価値については、取引金融機関から提示された価格等により、利用可能な
情報に基づく合理的な評価方法により算定し、公正価値の測定ではレベル２又はレベル３に分類していま
す。非上場株式等の公正価値については、主として時価純資産法により算定し、公正価値の測定ではレベ
ル３に分類しています。レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施して
います。公正価値の測定に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映でき
る評価技法及びインプットを用いています。また、公正価値の測定結果については、上位役職者のレビュ
ーを受けています。
レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定

に変更した場合の公正価値の増減は重要ではありません。
デリバティブ等は、取引先金融機関等から提示された金利、為替等の観察可能な市場データに基づいて

算定しています。観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定ではレ
ベル２に分類しています。
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③ 社債及び借入金
社債は、取引先金融機関から提示された価格によっています。
短期借入金は、短期間で決済されるものであり、公正価値が帳簿価額と近似しているため、公正価値は

帳簿価額と同額とみなしています。
長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっています。
なお、いずれも観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定ではレ

ベル２に分類しています。

(2) 公正価値のヒエラルキー

　連結決算日における金融商品の帳簿価額及び公正価値ヒエラルキーのレベルごとの公正価値については、
次のとおりであります。

① 償却原価で測定する主な金融商品
（単位 百万円）

帳簿価額 公正価値
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債
　社債 49,812 － 49,773 － 49,773
　借入金 108,783 － 108,386 － 108,386

合計 158,595 － 158,159 － 158,159
(注)１. 社債、借入金については、１年以内に償還又は返済予定の残高を含んでおります。

２. 短期の金融資産及び短期の金融負債は、帳簿価額と公正価値が近似しているため、上表には含めてお
りません。
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② 経常的に公正価値で測定する金融商品
（単位 百万円）

帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
資産
その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産：
　 株式 53,361 48,875 － 4,486 53,361
純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産：
　 公社債等 33 － － 33 33

合計 53,394 48,875 － 4,519 53,394
負債
純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債：
　 デリバティブ負債 583 － 583 － 583

合計 583 － 583 － 583

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への増減は次のとおりであります。
　 (単位：百万円）

公正価値
期首残高 4,715
利得及び損失合計 202
　純損益(注) 1
その他の包括利益 200
取得 392
処分 △805
その他 13
期末残高 4,519
(注)純損益に含まれている利得及び損失は、決算日時点の純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関
するものであります。これらの利得及び損失は、連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含ま
れております。

収益認識に関する注記

当社グループの主要な事業における顧客との契約に基づく履行義務の内容及び履行義務に係る収益認識時点に
ついては、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ５．会計方針に関する事項 (7)
売上収益 に記載しております。
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１株当たり情報に関する注記

　１株当たり親会社所有者帰属持分 2,206円18銭
　基本的１株当たり当期利益 188円59銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計特別償却

準 備 金
繰越利益
剰 余 金

その他利益
剰余金合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 47,869 54,824 54,824 5,837 250 166,882 167,132 172,970
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △12,231 △12,231 △12,231
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 27,868 27,868 27,868
特別償却準備金の積立 　 　 　 　 24 △24 － －
特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 △68 68 － －
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　
自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)
当 期 変 動 額 合 計 － － － － △43 15,681 15,637 15,637
当 期 末 残 高 47,869 54,824 54,824 5,837 206 182,563 182,770 188,608
　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 △1,602 274,061 18,455 18,455 292,517
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 △12,231 　 　 △12,231
当 期 純 利 益 　 27,868 　 　 27,868
特別償却準備金の積立 　 － 　 　 －
特別償却準備金の取崩 　 － 　 　 －
自 己 株 式 の 取 得 △7 △7 　 　 △7
自 己 株 式 の 処 分 55 55 　 　 55
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 　 　 8,191 8,191 8,191
当 期 変 動 額 合 計 47 15,685 8,191 8,191 23,876
当 期 末 残 高 △1,554 289,747 26,647 26,647 316,394

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　 ② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法
　 (収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
３．デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法
４．固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　 ② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能
期間（５年以内）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

５．引当金の計上の方法
① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。

③ 株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役及び執行役員への当社株式等の交付等に備えるた
め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

④ 競争法関連費用引当金 自動車関連事業において競争法違反の疑いがあるとされた過去の一部の取引に
関する和解金等の支出に備えるため、将来発生する可能性がある損失見込額を
計上しております。

６．ヘッジ会計の方法 一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満たす金利通貨スワップについて
は、一体処理を採用しております。

７．消費税等の処理方法 税抜方式によっております。
８．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。
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表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適
用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

(固定資産の減損)
減損の兆候を識別した固定資産の帳簿価額
セラミック関連 2,213百万円

有形固定資産及び無形固定資産については、期末日ごとに各資産又は資産グループに対して、減損の兆候の
有無を判定しております。減損の兆候が存在する場合は、減損損失を認識するかどうかの判定を行います。
個別の資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には減損

損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
当事業年度末において貸借対照表に計上されている固定資産のうち、減損の兆候が認められた資産グループ

については、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回ると判断いたしました。
割引前将来キャッシュ・フローの見積りについては一定の仮定を設定していますが、これらの仮定は、新型

コロナウイルスの影響が長期化する場合等、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があ
り、見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り)
当該会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報については連結注記表に同一の内容を記載しているた
め注記を省略しております。

(競争法違反に伴う訴訟等による損失の可能性)
競争法関連費用引当金 384百万円
詳細は、注記事項「貸借対照表に関する注記 ３．偶発債務(２)」をご参照下さい。
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貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額 245,812百万円
　２．関係会社金銭債権債務
　 短期金銭債権 101,439百万円
　 長期金銭債権 30,340百万円
　 短期金銭債務 29,682百万円
　３．偶発債務

(1) 従業員及び連結子会社の銀行借入に対する保証債務は次のとおりであります。
従業員の債務に対する保証 　 4百万円
連結子会社の債務に対する保証 4,270百万円

(2) 当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして
海外の当局による調査を受けております。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提
起されております。当社はこれらについて国及び競争法当局の調査の状況、和解交渉の進展状況及び
担当弁護士からの意見聴取等を踏まえて個別にリスクを検討し、将来発生する可能性がある損失見込
額を費用計上しております。損失見込額は現時点において入手可能な情報に基づいており、今後新た
な事実が判明した場合は追加の損失が発生する可能性があります。

損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
　 営業取引による取引高
　 売上高 214,197百万円
　 売上原価 48,736百万円
　 販売費及び一般管理費 1,375百万円
　 営業取引以外の取引高 7,237百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数に関する事項
　普通株式 732,031株
（注）役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式407,406株を上記株式数に含めております。
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税効果会計に関する注記

（繰 延 税 金 資 産)
　 減損損失 2,761百万円
　 減価償却費 1,829百万円
　 退職給付引当金 5,740百万円
　 関係会社株式 9,979百万円
　 棚卸資産 1,930百万円
　 未払費用 2,710百万円
　 貸倒引当金 157百万円
　 その他 3,514百万円
　 繰延税金資産 小計 28,622百万円
　 評価性引当額 △12,294百万円
　 繰延税金資産 合計 16,327百万円
（繰 延 税 金 負 債）
　 有価証券評価差額 △11,749百万円
　 特別償却準備金 △91百万円
　 その他 △32百万円
　 繰延税金負債 合計 △11,872百万円
　 繰延税金資産の純額 4,455百万円
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関連当事者に関する注記
（子会社）

種 類 名 称 住 所
資本金
又 は
出資金

事 業 の
内 容
又は職業

議決権
の割合

関係内容 取引の
内 容

取引
金額
(百万円)

科 目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関 係

子会社 米国特殊陶業㈱ 米国 千米ドル
81,800

自動車関連製
品 の 製 造 販
売、機械工具
の販売

100％
(注1) １名

当社製品
の販売
当社から
原材料の
一部購入

製品及び
部品の販売 44,244 売掛金 17,473

子会社
欧 州 N G K
ス パ ー ク
プ ラ グ ㈲

ドイツ 千ユーロ
6,000

自動車関連、
セラミック関
連製品の販売

100％ ２名 当社製品
の販売 製品の販売 53,237 売掛金 16,677

子会社
アジア N G K
ス パ ー ク
プ ラ グ ㈱

タイ 百万バーツ
2,146

自動車関連製
品の製造販売 100％ ２名 資金の貸付 資金の貸付 4,353 関係会社長期貸付金 16,036

子会社 常熟特殊陶業㈲ 中国 百万円
2,500

自動車用セン
サの製造販売 100％ なし 資金の貸付 資金の回収 1,431 短期貸付金 7,325

子会社 セラミックセ ン サ ㈱
愛知県
小牧市

百万円
100

自動車用セン
サの製造 100％ なし 製品を

当社へ納入

製品等の
仕入 44,439 買掛金 6,080

原材料の
有償支給 33,770未収入金 4,791

子会社 ㈱日特スパーク
テック東濃

岐阜県
可児市

百万円
50
スパークプラ
グ部品の製造 100％ なし 製品を

当社へ納入
製品等の
仕入 26,620 買掛金 3,111

（注）1. 米国ホールディング㈱を通じての間接保有であります。
2. 取引条件及び取引条件の方針決定等
①上記各社に対する当社製品等の販売に関しては、市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示
し、オーダー毎に価格交渉のうえ決定しております。
②上記各社からの製品等の仕入については、各社から提示された価格を基に当社の採算を勘案して決定
しております。
③上記各社への原材料の有償支給については、当社の原価より算出した価格を基に決定しております。
④アジアNGKスパークプラグ㈱及び常熟特殊陶業㈲に対する資金の貸付については、市場金利を勘案し
て利率を合理的に決定しております。

3. 消費税の発生する取引及びその残高において、取引金額には消費税を含んでおらず、期末残高には消
費税を含めております。
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１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 1,555円20銭
　１株当たり当期純利益 136円99銭
　
重要な後発事象に関する注記
(共通支配下の取引)
当社は、2020年12月21日開催の取締役会決議に基づき、2021年４月１日付で下記のグループ内組織再編行

為を実施いたしました。

１．取引の概要
(１) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

対象となった事業の名称及び内容
① 当社のプラグの製造機能
② 当社の内燃機関用センサの製造機能
③ 当社の機械工具の製造機能
④ 当社の産業用セラミックの製造機能
⑤ 当社の半導体製造装置用部品事業
⑥ 当社の呼吸器系事業

（２） 企業結合日
　 2021年４月１日

（３） 企業結合の法的形式
① 当社を分割会社、当社の100％子会社である㈱日特スパークテックWKSを承継会社とする吸収分割
② 当社を分割会社、当社の100％子会社であるセラミックセンサ㈱を承継会社とする吸収分割
③ 当社を分割会社、当社の100％子会社であるNTKカッティングツールズ㈱を承継会社とする吸収分割
④ 当社を分割会社、当社の100％子会社である㈱南勢セラミックを承継会社とする吸収分割
⑤ 当社を分割会社、当社の100％子会社である㈱NTKセラテックを承継会社とする吸収分割
⑥ 当社を分割会社、当社の100％子会社であるNTKメディカル㈱を承継会社とする吸収分割

（４） 結合後企業の名称
　 いずれも変更ありません。
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（５） その他取引の概要に関する事項
当社グループでは、2020年4月よりスタートした長期経営計画「2030 長期経営計画 日特BX」にお
いて、2030年時点でのありたい姿として、自動車関連事業からの収益を基に、現在よりも非自動車関
連事業の比率を高める “事業ポートフォリオの転換” と “安定的な成長” の両立を掲げております。あ
りたい姿を実現させるにあたり、具体的な施策のひとつとして、事業部門・事業サポート部門・コーポ
レート部門の各組織において、責任と権限を明確にし、機動的な意思決定の実現を図ります。また、
ROICを用いた事業別の目標管理及び事業ポートフォリオマネジメントの仕組みを構築・運用すること
で、経営資源の最適配分を実現し、投資対効果の最大化を図るべく、当社の一部事業及び機能を当社の
連結子会社に承継・集約いたしました。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理しており
ます。

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。
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